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国家戦略特区 検討要請回答 

規制改革事項 医療保険・介護保険の住所地特例の対象拡大 

提案者 秋田県、高知県 

 

制度の所管・関係府省庁 厚生労働省 

関係法令 
高齢者の医療の確保に関する法律第 55 条、介護保

険法第 13 条、国民健康保険法第 116 条の２ 

 

提案内容  

・後期高齢者等が病院・介護保険施設等へ入所した場合に、住所地を施設の所在

地ではなく、入所前の住所地とする特例と同様に、 

①75 歳に達する前に病院・介護保険施設等へ入所していた者が、75 歳になった

場合や 

②入所以前に移住した場合についても、移住者であることが特定されれば、施

設の所在地ではなく入所前の住所地とする。 

提案に対する回答  

① 

・後期高齢者医療加入時の住所地特例について、加入時に対象施設に入所してい

ることにより現に国保の住所地特例を受けている被保険者は、その入所等が継続

する間、前の住所地の広域連合が保険者となるように見直すことを検討してい

る。 

 

② 

【介護保険】 

・住所地特例は、既に要介護状態となっている者や要介護状態となる蓋然性が高

い者が入所する施設が立地する市町村の保険財政に配慮するため、例外的に設け

られた制度である。ご提案のとおり施設入所以前に移住した場合にまで住所地特

例の適用を拡大することは、 

 １．地域の保険財政は地域に居住する高齢者が支えるという地域保険 

      の基本的な考え方を大きく変えることになること 

 ２．保険給付は移住前の自治体が負担し保険料も移住前の自治体から 

      賦課されることとなる一方、住民税は移住先で共に暮らす住民と同じ 

      額を払っていることとなり負担の不公平が生ずること 

 ３．一旦は通常の住宅に住み替えて移住先の市町村の被保険者に 

      なったにもかかわらず、施設入所時に再度移住前市町村の被保険 
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      者に戻すこととなり、実務上も課題が多いこと 

などの問題があることから、困難である。 

 

・なお、先の通常国会で成立した改正介護保険法の施行により、平成 27 年４月

からサービス付き高齢者向け住宅が住所地特例の対象になる。これにより、住み

替え先がサービス付き高齢者向け住宅であれば、住み替えた方がその後に施設入

所する場合も含めて、住所地特例の適用が継続することになる。 

 

【国民健康保険及び後期高齢者医療制度】 

・国民健康保険及び後期高齢者医療制度についても、被保険者資格の適用は住所

地で行うことを原則としているが、施設への入所により住所異動を行った者につ

いて、その施設所在地で被保険者資格を適用することとした場合、施設所在地の

自治体が保険者となり、その財政負担が過大となり得る。 

 

・これを防ぐため、一定の施設への入所により他の市町村又は広域連合から転入

した者については、特例的に入所前の市町村又は広域連合の被保険者としている

もの。 

 

・一定の施設以外の住所地への転入による国民健康保険・後期高齢者医療制度の

被保険者資格の適用は、原則に基づき住所地で行われるべきものであり、上記の

住所地特例の主旨に沿うものではないため、対象とすべきではない。 
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【関係法令抜粋】 

高齢者の医療の確保に関する法律（昭和五十七年八月十七日法律第八十号） 

（病院等に入院、入所又は入居中の被保険者の特例）  

第五十五条  次の各号に掲げる入院、入所又は入居（以下この条において

「入院等」という。）をしたことにより、当該各号に規定する病院、診療所

又は施設（以下この条において「病院等」という。）の所在する場所に住所

を変更したと認められる被保険者であつて、当該病院等に入院等をした際他

の後期高齢者医療広域連合（当該病院等が所在する後期高齢者医療広域連合

以外の後期高齢者医療広域連合をいう。）の区域内に住所を有していたと認

められるものは、第五十条の規定にかかわらず、当該他の後期高齢者医療広

域連合が行う後期高齢者医療の被保険者とする。ただし、二以上の病院等に

継続して入院等をしている被保険者であつて、現に入院等をしている病院等

（以下この条において「現入院病院等」という。）に入院等をする直前に入

院等をしていた病院等（以下この項において「直前入院病院等」という。）

及び現入院病院等のそれぞれに入院等をしたことにより直前入院病院等及び

現入院病院等のそれぞれの所在する場所に順次住所を変更したと認められる

もの（次項において「特定継続入院等被保険者」という。）については、こ

の限りでない。  

一 病院又は診療所への入院  

二 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律 （平成十

七年法律第百二十三号）第五条第十一項 に規定する障害者支援施設又は同

条第一項 の厚生労働省令で定める施設への入所  

三 独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園法 （平成十四年法

律第百六十七号）第十一条第一号 の規定により独立行政法人国立重度知的

障害者総合施設のぞみの園の設置する施設への入所  

四 老人福祉法 （昭和三十八年法律第百三十三号）第二十条の四 又は第二十

条の五 に規定する養護老人ホーム又は特別養護老人ホームへの入所（同法

第十一条第一項第一号 又は第二号 の規定による入所措置が採られた場合に

限る。）  

五 介護保険法第八条第十一項 に規定する特定施設への入居又は同条第二十

五項 に規定する介護保険施設への入所  

２ 特定継続入院等被保険者のうち、次の各号に掲げるものは、第五十条の規

定にかかわらず、当該各号に定める後期高齢者医療広域連合が行う後期高齢

者医療の被保険者とする。  

一 継続して入院等をしている二以上の病院等のそれぞれに入院等をすること

によりそれぞれの病院等の所在する場所に順次住所を変更したと認められる
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被保険者であつて、当該二以上の病院等のうち 初の病院等に入院等をした

際他の後期高齢者医療広域連合（現入院病院等が所在する後期高齢者医療広

域連合以外の後期高齢者医療広域連合をいう。）の区域内に住所を有してい

たと認められるもの 当該他の後期高齢者医療広域連合  

二 継続して入院等をしている二以上の病院等のうち一の病院等から継続して

他の病院等に入院等をすること（以下この号において「継続入院等」とい

う。）により当該一の病院等の所在する場所以外の場所から当該他の病院等

の所在する場所への住所の変更（以下この号において「特定住所変更」とい

う。）を行つたと認められる被保険者であつて、 後に行つた特定住所変更

に係る継続入院等の際他の後期高齢者医療広域連合（現入院病院等が所在す

る後期高齢者医療広域連合以外の後期高齢者医療広域連合をいう。）の区域

内に住所を有していたと認められるもの 当該他の後期高齢者医療広域連合  

３ 前二項の規定の適用を受ける被保険者が入院等をしている病院等は、当該

病院等の所在する後期高齢者医療広域連合及び当該被保険者に対し後期高齢

者医療を行う後期高齢者医療広域連合に、必要な協力をしなければならな

い。 

 

介護保険法（平成九年十二月十七日法律第百二十三号） 

（住所地特例対象施設に入所又は入居中の被保険者の特例）  

第十三条 次に掲げる施設（以下「住所地特例対象施設」という。）に入所又

は入居（以下「入所等」という。）をすることにより当該住所地特例対象施

設の所在する場所に住所を変更したと認められる被保険者（第三号に掲げる

施設に入所することにより当該施設の所在する場所に住所を変更したと認め

られる被保険者にあっては、老人福祉法第十一条第一項第一号 の規定によ

る入所措置がとられた者に限る。以下この項及び次項において「住所地特例

対象被保険者」という。）であって、当該住所地特例対象施設に入所等をし

た際他の市町村（当該住所地特例対象施設が所在する市町村以外の市町村を

いう。）の区域内に住所を有していたと認められるものは、第九条の規定に

かかわらず、当該他の市町村が行う介護保険の被保険者とする。ただし、二

以上の住所地特例対象施設に継続して入所等をしている住所地特例対象被保

険者であって、現に入所等をしている住所地特例対象施設（以下この項及び

次項において「現入所施設」という。）に入所等をする直前に入所等をして

いた住所地特例対象施設（以下この項において「直前入所施設」という。）

及び現入所施設のそれぞれに入所等をすることにより直前入所施設及び現入

所施設のそれぞれの所在する場所に順次住所を変更したと認められるもの
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（次項において「特定継続入所被保険者」という。）については、この限り

でない。  

一 介護保険施設  

二 特定施設  

三 老人福祉法第二十条の四 に規定する養護老人ホーム  

２ 特定継続入所被保険者のうち、次の各号に掲げるものは、第九条の規定に

かかわらず、当該各号に定める市町村が行う介護保険の被保険者とする。  

一 継続して入所等をしている二以上の住所地特例対象施設のそれぞれに入所

等をすることによりそれぞれの住所地特例対象施設の所在する場所に順次住

所を変更したと認められる住所地特例対象被保険者であって、当該二以上の

住所地特例対象施設のうち 初の住所地特例対象施設に入所等をした際他の

市町村（現入所施設が所在する市町村以外の市町村をいう。）の区域内に住

所を有していたと認められるもの 当該他の市町村  

二 継続して入所等をしている二以上の住所地特例対象施設のうち一の住所地

特例対象施設から継続して他の住所地特例対象施設に入所等をすること（以

下この号において「継続入所等」という。）により当該一の住所地特例対象

施設の所在する場所以外の場所から当該他の住所地特例対象施設の所在する

場所への住所の変更（以下この号において「特定住所変更」という。）を行

ったと認められる住所地特例対象被保険者であって、 後に行った特定住所

変更に係る継続入所等の際他の市町村（現入所施設が所在する市町村以外の

市町村をいう。）の区域内に住所を有していたと認められるもの 当該他の

市町村  

３ 第一項の規定により同項に規定する当該他の市町村が行う介護保険の被保

険者とされた者又は前項の規定により同項各号に定める当該他の市町村が行

う介護保険の被保険者とされた者（以下「住所地特例適用被保険者」とい

う。）が入所等をしている住所地特例対象施設は、当該住所地特例対象施設

の所在する市町村（以下「施設所在市町村」という。）及び当該住所地特例

適用被保険者に対し介護保険を行う市町村に、必要な協力をしなければなら

ない。 

 

国民健康保険法（昭和三十三年十二月二十七日法律第百九十二号） 

（病院等に入院、入所又は入居中の被保険者の特例）  

第百十六条の二 次の各号に掲げる入院、入所又は入居（以下この条において

「入院等」という。）をしたことにより、当該各号に規定する病院、診療所

又は施設（以下この条において「病院等」という。）の所在する場所に住所

を変更したと認められる被保険者であつて、当該病院等に入院等をした際他
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の市町村（当該病院等が所在する市町村以外の市町村をいう。）の区域内に

住所を有していたと認められるものは、第五条の規定にかかわらず、当該他

の市町村が行う国民健康保険の被保険者とする。ただし、二以上の病院等に

継続して入院等をしている被保険者であつて、現に入院等をしている病院等

（以下この条において「現入院病院等」という。）に入院等をする直前に入

院等をしていた病院等（以下この項において「直前入院病院等」という。）

及び現入院病院等のそれぞれに入院等をしたことにより直前入院病院等及び

現入院病院等のそれぞれの所在する場所に順次住所を変更したと認められる

もの（次項において「特定継続入院等被保険者」という。）については、こ

の限りでない。  

一 病院又は診療所への入院  

二 児童福祉法 （昭和二十二年法律第百六十四号）第七条第一項 に規定する

児童福祉施設への入所（同法第二十七条第一項第三号 又は同法第二十七条

の二 の規定による入所措置がとられた場合に限る。）  

三 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律 （平成十

七年法律第百二十三号）第五条第十一項 に規定する障害者支援施設又は同

条第一項 の厚生労働省令で定める施設への入所  

四 独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園法 （平成十四年法

律第百六十七号）第十一条第一号 の規定により独立行政法人国立重度知的

障害者総合施設のぞみの園の設置する施設への入所  

五 老人福祉法 （昭和三十八年法律第百三十三号）第二十条の四 又は第二十

条の五 に規定する養護老人ホーム又は特別養護老人ホームへの入所（同法

第十一条第一項第一号 又は第二号 の規定による入所措置がとられた場合に

限る。）  

六 介護保険法第八条第十一項 に規定する特定施設への入居又は同条第二十

五項 に規定する介護保険施設への入所  

２ 特定継続入院等被保険者のうち、次の各号に掲げるものは、第五条の規定

にかかわらず、当該各号に定める市町村が行う国民健康保険の被保険者とす

る。  

一 継続して入院等をしている二以上の病院等のそれぞれに入院等をすること

によりそれぞれの病院等の所在する場所に順次住所を変更したと認められる

被保険者であつて、当該二以上の病院等のうち 初の病院等に入院等をした

際他の市町村（現入院病院等が所在する市町村以外の市町村をいう。）の区

域内に住所を有していたと認められるもの当該他の市町村  

二 継続して入院等をしている二以上の病院等のうち一の病院等から継続して

他の病院等に入院等をすること（以下この号において「継続入院等」とい



7 
 

う。）により当該一の病院等の所在する場所以外の場所から当該他の病院等

の所在する場所への住所の変更（以下この号において「特定住所変更」とい

う。）を行つたと認められる被保険者であつて、 後に行つた特定住所変更

に係る継続入院等の際他の市町村（現入院病院等が所在する市町村以外の市

町村をいう。）の区域内に住所を有していたと認められるもの当該他の市町

村  

３ 前二項の規定の適用を受ける被保険者が入院等をしている病院等は、当該

病院等の所在する市町村及び当該被保険者に対し国民健康保険を行う市町村

に、必要な協力をしなければならない。 

 


